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 令和７年第３回帯広市公営企業経営審議会 議事録（概要） 

日 時 ：令和７年８月７日（木） 

14 時 00 分～15 時 44 分 

場 所 ：ソネビル６階 講習会室 

出席者 ：（委  員）石田委員、窪田委員、櫻井委員、髙山委員、田中委員、羽田野委

員、廣田委員、干場委員、宮本委員、山根委員、山本委員、吉村

委員（１２名） 

     （事 務 局）井上公営企業管理者、倉口上下水道部長、澤口経営室長、広沢技

術室長、内藤総務課主幹、清水水道課場長、唯野下水道課長、熊

林総務課長補佐、熊野水道課長補佐、西端総務課財務係長、佐藤

水道課建設係長、中田主任、酒井係員 

     （傍聴者等）報道関係者１名 

 

１ 開会 

 

 

２ 議事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

委員 15 名のうち、出席 12 名で過半数に達したため、審議会が成立している旨

報告。 

 

（１）上下水道料金等のあり方について 

 事務局より、資料「上下水道料金等のあり方について」に沿って下記について

説明。 

 ７ 収支計画の実績 

   （１）水道事業 

   （２）下水道事業 

   （３）簡易水道事業 

   （４）農村下水道事業 

 

＜質疑応答＞ 

確認ですが、耐震適合率の推移のご説明の中で、令和６年度の耐震適合率が低

下したのは、重要施設が追加されたためとのお話がありましたが、基準が厳しく

なったということでしょうか。 

 

上下水道耐震化計画策定時、避難所等の重要施設を新たに追加いたしました。

重要施設に接続する水道管には、一般の水道管より高い水準の耐震適合性が求め

られるため、これまでは耐震適合性を満たしていた管も、重要施設に接続する管

となったことで、非適合管となるものが出たことから、結果的に耐震適合率が下

がったという状況でございます。 
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ありがとうございます。これは意見ですが、ご説明いただいたような経過があ

るのであれば、令和５年度以前と令和６年度以降の耐震適合率については、求め

られる耐震適合性の基準が変わったということですので、推移としてつなげて考

えなくてもいいのではないのか、と思います。 

 

能登半島地震をきっかけに、上下水道耐震化計画を策定し、耐震化をさらに進

めていくというご説明でしたが、それまでも耐震化は行っていたと思います。計

画を策定したことで、目標達成までの期間が短くなったとか、耐震適合率の目標

値が上がったなどの変化はあったのでしょうか。 

 

能登半島地震が発生した際、避難所につながる管路が損傷したため、避難所で

水が使用できない期間が長期化した状況があったことをふまえ、避難所等の重要

施設に接続する管路は優先して耐震化を進めていくよう、国から自治体に対し計

画策定の要請がございました。帯広市も令和７年１月に耐震化計画を策定いたし

ましたが、もともと帯広市では、耐震化については令和 11 年度までに管路全体と

して耐震適合率を 90％とすることを目指しておりました。しかし、今回の国の要

請を受けて、耐震化計画を策定したことにより、重要施設に接続する管路を最優

先に、これまでの計画を前倒して耐震化することといたしました。その結果、今

までよりペースを上げて耐震化を進めていくこととなったものでございます。 

 

上下水道お客様センターの開設により、料金課を廃止し、正職員 19 名、会計年

度任用職員 16 名を削減したとのご説明でしたが、配置換えを行ったということで

しょうか。 

 

削減数には、料金課のほか、水道課の職員も含まれますので、上下水道部全体

の人数となります。正職員については、配置転換により他の部署に異動しており

ます。会計年度任用職員については、希望された方はお客様センターへ採用とな

っております。そのほか、市役所の他の部署の会計年度任用職員に応募された方

や、民間企業を希望した方もいらっしゃいました。 

 

 企業団の受水費の関係で、令和７年度から令和 11 年度までの第７期算定では料

金が据え置きとなったとのご説明がありましたが、今後第８期、第９期も据え置

きの予定なのでしょうか。令和 22 年度以降は料金が上昇する見込みが示されたと

のお話もありました。第７期で値下げせずに据え置きとしたことで、令和 22 年度

以降の上昇分を吸収できるのか、それとも令和 22 年度以降やはり受水費は上がっ

ていくのか、教えてください。 
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 令和７年度に企業団が行った第７期料金算定の際、長期収支の見通しを立てて

おります。その時に想定した事業量で計算すると、令和 22 年度以降料金が上がっ

ていくということが判明したものです。今後、その内容の精査を行っていくこと

になりますが、第７期の料金算定の際、借入れをせずに事業を行える部分は行っ

ていこう、という考えで値下げをせず据え置きとしたところです。今後上がらな

いと明確に言うことはできませんが、できるだけ負担を平準化するという考え方

でございます。 

 

 当初、第７期で料金を引き下げた場合、令和 22 年度以降急激に上がっていくと

いう料金体系が企業団から示されました。それを受けて構成市町村で協議を行い、

料金をいったん下げた後に上げるのではなく、平準化した方がよいという結論と

なりました。料金を下げない場合の今後 30 年間の収支について、再度企業団に見

込んでもらったところ、確定ではありませんが、現時点では、今後 30 年間は現在

の料金水準を維持できるだろう、という見込みとなっております。 

 

前回の審議会の時に、耐用年数 50 年を経過する下水道管約 188km のうち、約

100km についてテレビカメラ調査を行い、その中で不具合が見つかった管はその

都度改修を行っているとのことでしたが、一度調査した管は再度調査するのか、

また、残りの 88km ほどある下水道管の調査はいつを目処に終える予定なのか教え

てください。 

 

テレビカメラ調査を行った約 100km の下水道管のうち、９％ほどに不具合が見

つかっており、管の入れ替え等の対応を行ったところです。また、今後年を追う

ごとに管が古くなり、不良箇所も出てくるため、二巡目の調査については 10 年か

ら 20 年のスパンで行っていく予定でございます。そのほか、毎年、３年から６年

に一度、マンホールの中を目視して砂利等の堆積の有無など、管に不具合がない

か点検を行っており、その結果不具合が確認された場合はテレビカメラ調査を行

っております。今後も、適宜対応していきたいと考えております。 

 

先ほど、耐用年数を経過した下水道管を対象にテレビカメラ調査を行い、不具

合について点検を行っているとのご説明がありました。一方で、今年１月に発生

した埼玉での道路陥没事故の原因となった下水道管は、耐用年数内であったとの

話も聞きました。今はどこの地域でも線状降水帯が発生するなど、昔では考えら

れないような気象状況となっています。帯広川処理場のある辺りは帯広の中でも

低い地域で、ハザードマップでも危険箇所とされている所です。もちろん、古い
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管についてテレビカメラ調査を行うことも有効だと思いますが、古い、新しいだ

けではなく、地盤の状況などにも着目してはどうでしょうか。 

 

下水処理場はその地域で最も低い場所に作られる施設でございますので、帯広

川処理場の辺りも帯広市の中で地盤が低く、浸水の危険性の高い場所であるとの

認識はございます。そこで帯広市では耐水化計画を策定いたしまして、河川の氾

濫などで処理場が浸水した場合でも、電気設備など一定の機能を確保し、速やか

に運転を再開できるよう、今後対策を行っていく考えでございます。 

 

 前のご質問と関連する部分もありますが、浸水対策事業についてお伺いします。

先ほど、令和７年度末の雨水整備率が 74.5％となる見込みで、令和 11 年度には

そこから 1.8 ポイント増の 76.3％を目指すとのご説明がありました。過去の大雨

による浸水被害やシミュレーション解析を行った結果が基準となっているという

ことですけれども、例えば、今年の２月には、帯広で記録的な大雪が降りました

が、あれが夏であったらかなりの被害が出ていたと思います。過去の大雨だけの

シミュレーションだけを基準に考えていいのか、というふうに思いますが、どの

ようにお考えでしょうか。 

 

 ご指摘の通り、近年、全国各地で記録的な豪雨等が発生していることをふまえ

て、国の方でも対策が必要ということで、考え方を整理しているところでござい

ます。帯広市においても、安心、安全を確保する取り組みを今後も進めていきた

いと考えております。 

 

簡易水道の耐震適合率が令和６年度末で 32％であり、今後 30 年かけて耐震化

を完了させるとのご説明がありました。一方で上水道は、例えば急所施設の耐震

化について、令和 11 年度末で 100％完了を目指すということで、簡易水道との差

が大きいと感じました。ただ、簡易水道事業の収支をみると非常に厳しい状況で

すので、仕方ない部分もあるのだと思いますが、見解をお伺いします。 

 

令和２年度に簡易水道が帯広市の農政部から上下水道部に移管され、上下水道

一体となって管理を行っていくこととなりました。簡易水道については、古い塩

化ビニール管なども多くあり、一度に進めていくことは難しいのですが、順次進

めていきたいと考えております。 

 

簡易水道については、令和２年度に公営企業に移管されましたが、それまで管

の更新はほぼ手つかずという状況でした。また、損益のところでもご説明したと
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３ 閉会 

おり、簡易水道料金は市街地の水道料金と同額としているため、コストの高い簡

易水道はどうしても赤字となりますが、その赤字分を一般会計から負担してもら

っている現状がございます。私どもも、簡易水道の耐震化を早期に進めたい考え

はございますが、一般会計、すなわち税で負担してもらっている以上、そこには

限りがありますので、一気に進めるのは難しい状況がございます。ただ、今回耐

震化計画を策定しましたので、この計画に基づき、できる限り事業をしっかりと

進めていきたいと考えております。 

 

 上下水道耐震化計画における避難所等の重要施設について伺います。現在、社

会福祉協議会が入っているグリーンプラザは重要施設に指定されておりません

が、災害発生時には、社会福祉協議会で復旧のためのボランティアセンターを立

ち上げることになっております。ここを重要施設として追加指定していただくこ

とはできないのでしょうか。 

 

 避難所等の重要施設については、耐震計画策定の際に関係機関と協議を行い、

設定した経過がございます。 

 

 災害時にボランティアセンターが機能しないとボランティアの活動に支障が出

る、ということだと思いますので、再度担当部署に意向確認を行い、追加すべき

かどうか検討を行いたいと思います。 

 

 

（２）その他 

 事務局より、次回の帯広市公営企業経営審議会は令和７年８月 25 日に開催を予

定している旨報告。 

 

  

 


